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１　放射性廃棄物の廃棄の状況

（１）気体状の放射性廃棄物に含まれる放射性物質の放出量及び濃度

（単位：Bq）

※2

※3

※4

放射性気体廃棄物の放出放射能（Bq）は、排気中の放射性物質の濃度（Bq/cm
3
）に排気量（cm

3
）を乗じて求めている。

なお、放出放射能濃度が検出限界未満の場合はNDと表示。検出限界濃度は以下のとおり。

全粒子状物質：4×10-9（Bq/cm3）以下（60Coで代表した）

※1　全粒子状物質（
60
Co及び

137
Cs対象）の放出管理目標値である。

　　 なお、廃止措置工事全期間の放出管理目標値は、1.1×10
10
（Bq）である。

※2　排気筒については、排気筒短尺化工事の換気系停止に伴い、令和4年4月1日から令和4年5月10日、

　 　令和5年3月23日から令和5年3月31日の期間までの測定値である。

※3　使用済燃料冷却池建屋換気系出口については、換気系停止に伴い、令和4年4月1日から令和4年4月22日までの測定値である。

※4  排気筒短尺化工事に伴い、東海発電所原子炉施設保安規定第23条第3項に基づき設置した換気系出口における

　　 令和4年6月15日から令和4年9月26日までの測定値である。

― ― ― ND

フラスコ装荷室
換気系出口 ― ― ― ND ―

黒鉛ｽﾘｰﾌﾞ貯蔵庫
(C-2)及び燃料ｽﾌﾟﾘｯﾀ
(H-3)換気系出口

― ― ― ND ―

　①　放射性物質の種類別の年間放出量

全希ガス 131Ｉ 133Ｉ 全粒子状物質 3Ｈ

8.0×108

使用済燃料冷却池建屋
換気系出口 ― ― ― ND ―

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
排
気
監
視
設
備

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
排
気
口
又
は

排気筒

固化処理建屋換気系
出口 ― ― ― ND ―

ｻｲﾄﾊﾞﾝｶ（イ）A,Bﾊﾞﾝｶ
換気系出口 ― ― ― ND ―

放射性廃液処理建屋
1階[西側]換気系出口 ― ― ― ND ―

放射性廃液処理建屋
1階[東側]換気系出口 ― ― ― ND ―

放射性廃液処理建屋
連絡通路[B]換気系出口 ― ― ― ND ―

放射性廃液処理建屋
連絡通路[A]換気系出口 ― ― ― ND ―

燃料ｽﾌﾟﾘｯﾀ貯蔵庫
(H-1,H-2)換気系出口 ― ― ― ND ―

放射性廃液処理建屋
連絡通路[C]換気系出口 ― ― ― ND ―

サービス建屋2階
換気系出口 ― ― ― ND ―

ﾎｯﾄﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ建屋
換気系出口 ― ― ― ND ―

合計 ― ― ― ND 8.0×108

放射性廃液処理建屋
蒸発器室換気系出口 ― ― ― ND ―

排気筒等以外
の排気出口

原子炉建屋
屋上換気系出口 ― ― ― ND ―

年間放出管理目標値 ― ― ― 2.4×109※1 ―

測 定 の 箇 所 等

種 類



（単位：Bq／cm
3
）

※1

※2 排気筒及び排気筒以外の排気口における濃度は、粒子状放射性物質濃度である。

なお、排気筒及び排気筒以外の排気口における濃度の検出限界値は、4×10
-9
（Bq/cm

3
）以下（

60
Coで代表）である。

※3 排気筒短尺化工事終了に伴い、令和5年3月23日より排気筒の換気系を運転した。

※4

※5 排気筒短尺化工事進捗に伴い、令和4年9月27日より換気系を廃止した。

　②　放射性物質の濃度の３月間についての平均値及び最高値

前　半　の　３　月　間
（１０月～１２月）

　後　半　の　３　月　間
（　１月～　３月）

平　均　値 最　高　値 平　均　値 最　高　値

※2，3

使用済燃料冷却池建屋
換気系出口

放出実績なし 放出実績なし 放出実績なし 放出実績なし ※4

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
排
気
監
視
設
備

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
排
気
口
又
は

排気筒 放出実績なし 放出実績なし ND ND

フラスコ装荷室
換気系出口

ND ND ND

ｻｲﾄﾊﾞﾝｶ（イ）A,Bﾊﾞﾝｶ
換気系出口

ND ND ND ND ※2

ND ※2

黒鉛ｽﾘｰﾌﾞ貯蔵庫
(C-2)及び燃料ｽﾌﾟﾘｯﾀ
(H-3)換気系出口

ND ND ND ND ※2

固化処理建屋換気系
出口

ND ND ND ND ※2

放射性廃液処理建屋
連絡通路[B]換気系出口

ND ND ND ND ※2

放射性廃液処理建屋
1階[東側]換気系出口

ND ND ND ND ※2

放射性廃液処理建屋
連絡通路[A]換気系出口

ND ND ND ND ※2

放射性廃液処理建屋
1階[西側]換気系出口

ND ND ND ND ※2

ND ND ※2

放射性廃液処理建屋
連絡通路[C]換気系出口

ND ND ND ND ※2

放射性廃液処理建屋
蒸発器室換気系出口

ND ND ND ND

排気筒等以外
の排気出口

放出放射能濃度が検出限界未満の場合はNDと表示。

使用済燃料冷却池建屋換気系出口について、令和4年4月22日より換気系を停止した。

燃料ｽﾌﾟﾘｯﾀ貯蔵庫
(H-1,H-2)換気系出口

ND ND ND ND ※2

※2

サービス建屋2階
換気系出口

ND ND ND ND ※2

ﾎｯﾄﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ建屋
換気系出口

ND ND

― ― ― ― ※5
原子炉建屋
屋上換気系出口

測 定 の 箇 所

濃 度※1



（２）液体状の放射性廃棄物に含まれる放射性物質の放出量及び濃度

（単位：Bq）

51Ｃｒ54Ｍｎ 59Ｆｅ 58Ｃｏ 60Ｃｏ 131Ｉ 134Ｃｓ137Ｃｓ 152Ｅu 154Ｅu 89Ｓｒ 90Ｓｒ

排
水
監
視
設
備

排
水
口
又
は

ND ND ND ND ND ND ND ND ND ND ND ND

ND ND ND ND ND ND ND ND ND ND ND ND

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

放射性液体廃棄物の放出放射能（Bq）は、排水中の放射性物質の濃度（Bq/cm3）に排水量（cm3）を乗じて求めている。

なお、放出放射能濃度が検出限界未満の場合はNDと表示。検出限界濃度は以下のとおり。

放射性液体廃棄物（3Hを除く） ：2×10-2（Bq/cm3）以下（60Coで代表した）
89Sr、90Sr ：7×10-4（Bq/cm3）以下（90Srで代表した）

アルファ線を放出する放射性物質 ：4×10-3（Bq/cm3）以下

ベータ線を放出する放射性物質 ：4×10-2（Bq/cm3）以下
3H ：2×10-1（Bq/cm3）以下

※60Co、137Cs、152Eu及び154Eu対象の放出管理目標値である。

（単位：Bq／cm3）

※2

※1

※2 排水口における濃度は、3Hを除く値である。

なお、排水口における濃度の検出限界値に相当する濃度（60Coで代表）は、

後半の３月間平均で 1.8×10-6（Bq/cm3）以下である。

但し、3Hの平均排水口濃度は、後半の３月間平均でNDである。

その検出限界値に相当する濃度は、後半の３月間平均で1.8×10-5（Bq/cm3） 以下である。（

放出放射能濃度が検出限界未満の場合はNDと表示。

合計 ND

最　高　値平　均　値

放出実績なし

　 ② 放射性物質の濃度の３月間についての平均値及び最高値

　① 放射性物質の種類別の年間放出量

全核種

（3Ｈを除く）
3Ｈ

アルファ線を放出
する放射性物質

ベータ線を放出
する放射性物質

核種別

ND

―

ND

ND

―

ND

ND

―年間放出管理目標値

ND

排水口

前　半　の　３　月　間
（１０月～１２月）

平　均　値 最　高　値

排
水
監
視
設
備

排
水
口
又
は

排水口

放出実績なし ND

3.4×107※

ND

　後　半　の　３　月　間
（　１月～　３月）

ND

）

濃 度※1

種 類

測定の箇所等

測定の箇所



（３）固体状の放射性廃棄物の保管量等

　① 固体廃棄物貯蔵庫内の保管量等
※1

0 0 51 1,328 1,379

(0) (0) (7) (1,152) (1,159)

0 0 33 132 165

(0) (0) (8) (92) (100)

0 0 69 192 261

(0) (0) (8) (124) (132)

0 0 69 192 261

(0) (0) (8) (124) (132)

0 0 0 0 0

(0) (0) (0) (0) (0)

0 0 15 1,268 1,283

(0) (0) (7) (1,120) (1,127)

9 15 8,387 20,468 28,879

(0) (0) (1,977) (8,884) (10,861)

本相当
※1　（ ）内には当該欄中の数量等のうち、平成13年12月4日以降に東海発電所の廃止措置に伴い発生した放射性固体廃棄物の数量（内数）を示す。
※2　東海第二発電所への移送による減量
※3　東海第二発電所での保管量は、東海第二発電所側で計上している。

施設外減量

当該年度末保管量

※3
東海第二発電所での保管量

貯蔵設備容量 1,600

※2
施設内減量

ドラム缶 その他
合計

均質固化体 充 固化体 雑固体

（本） （本） （本） （本相当） （本相当）

前年度末保管量

当該年度の発生量

当該年度の減少量

放射性廃棄物

の種類
量



　② その他の設備内の保管量等
※

91 1,289 60

(0) (0) (1)

0 0 0

(0) (0) (0)

0 0 0

(0) (0) (0)

0 0 0

(0) (0) (0)

0 0 0

(0) (0) (0)

91 1,289 60
(0) (0) (1)

※（ ）内には当該欄中の数量等のうち、平成13年12月4日以降に東海発電所の廃止措置に伴い発生した放射性固体廃棄物の数量（内数）を示す。

当該年度末保管量

バンカ タンク

制御棒等 その他 イオン交換樹脂

（ｍ
3
） （ｍ

3
） （ｍ

3
）

前年度末保管量

当該年度の発生量

当該年度の減少量

施設内減量

施設外減量

放射性廃棄物

の種類

量



　③ 廃棄物埋設施設への年間搬出量 （単位：体）

搬　出　量

累積搬出量

　④ 解体撤去物の保管量

当該年度末保管量 356

0 144 144

使用済燃料冷却池
「放射性物質として扱う必要
のないもの」として原子力規
制委員会による確認を受ける

前の段階のもの

(ｍ3)

均質固化体 充 固化体 合　　計 搬出先

0 0 0 日本原燃(株)低レベル放射性廃棄物埋設センター



２ 放射線業務従事者の線量分布

（１）放射線業務従事者の１年間の線量分布

職　員 335 0 0 0 0 0 0 0

その他 616 0 0 0 0 0 0 0

合　計 951 0 0 0 0 0 0 0

（続き）

職　員 0 0 0 0 0 0 335

その他 0 0 0 0 0 0 616

合　計 0 0 0 0 0 0 951

（続き）

職　員 0.00 0.0 0.03

その他 0.00 0.0 0.10

合　計 0.00 0.0

職　員 5 0 0 0 0 5

その他 0 0 0 0 0 0

合　計 5 0 0 0 0 5

職　員 3 0 0 0 0 3

その他 0 0 0 0 0 0

合　計 3 0 0 0 0 3

（続き）

職　員 0.00 0.0 0.00

その他 － － －

合　計 0.00 0.0

職　員 0.00 0.0 0.00

その他 － － －

合　計 0.00 0.0

20mSvを超え
25mSv以下

線　量　分　布　（人）

1mSvを超え
2mSv以下

5mSvを
超えるもの

2mSvを超え
5mSv以下

10mSvを超え
15mSv以下

15mSvを超え
20mSv以下

線　量　分　布　（人）

総線量
（人・Sv）

平均線量
（mSv）

最大線量
（mSv）

50mSvを
超えるもの

合計

後半の３月間
（ １月～ ３月）

前半の３月間
（１０月～１２月）

総線量
（人・Sv）

線　量　分　布　（人）

0.1mSvを超え
1mSv以下

1mSvを超え
2mSv以下

2mSvを超え
5mSv以下

5mSvを超え
10mSv以下

前半の３月間
（１０月～１２月）

0.1mSv以下

後半の３月間
（ １月～ ３月）

合計0.1mSv以下
0.1mSvを超え

1mSv以下

平均線量
（mSv）

最大線量
（mSv）

40mSvを超え
45mSv以下

45mSvを超え
50mSv以下

（２）女子（妊娠不能と診断された者及び妊娠の意思のない旨を発電用原子炉設置者に書面で申し出
た者を除く｡）の放射線業務従事者の３月間の線量分布

25mSvを超え
30mSv以下

30mSvを超え
35mSv以下

35mSvを超え
40mSv以下

線 量

放射線

業務従事者

線 量

放射線

業務従事者

線 量

放射線

業務従事者

線 量

放射線

業務従事者

線 量

放射線

業務従事者



３　一般公衆の実効線量の評価

（１）気体状の放射性廃棄物による実効線量

周辺監視区域外における最大線量

― ― ―       　ｋｍ

線量目標値評価地点における最大線量

― ― ―       　ｋｍ

周辺監視区域外における最大線量

※1　　　　　　　　　　　　μＳｖ/年 ― ―       　ｋｍ

線量目標値評価地点における最大線量

※1　　　　　　　　　　　　μＳｖ/年 ― ―       　ｋｍ

放 射 性 よ う 素 に よ る 線量目標値評価地点における最大線量

実 効 線 量 ―

気象条件は、平成１７年４月から平成１８年３月までの１年間における観測データを用いた。
計算方法を添付資料に示す。

※1 放出管理目標値の対象である
60
Co、

137
Cｓを対象に評価した。

　　なお、粒子状物質の放出量は、検出限界未満である。

（２）液体状の放射性廃棄物による実効線量

※1 放射性液体廃棄物の放出量は、検出限界未満である。

放 射 性 希 ガ ス に よ る

排気口からの方位及び距離

実 効 線 量

排気口からの方位及び距離

※1　　　　　　　　　　　　μＳｖ/年
液 体 状 の 放 射 性 廃 棄 物
に よ る 実 効 線 量

粒 子 状 物 質 に よ る

排気口からの方位及び距離

実 効 線 量

排気口からの方位及び距離



４　運転時間及び熱出力

[発電用原子炉の名称：東海発電所]

平成１０年４月１日以降、運転停止

３月 ― ― ―

合　計 ― ― ―

１月 ― ― ―

２月 ― ― ―

１１月 ― ― ―

１２月 ― ― ―

熱　　　出　　　力

平　均（ｋＷ） 最　大（ｋＷ）

１０月 ― ― ―

月　別

運　転　時　間（ｈ）
項 目



（　参　考　資　料　）

・

・

前 半 の ３ 月 間 平 均 値

（１０月～１２月）（Bq/㎝3）
後 半 の ３ 月 間 平 均 値

（ １月～ ３月）（Bq/㎝3）

・

排気口から放出される放射性物質（60Co及び137Cs）は、評価地点までの希釈を考慮した上で「核原料物質又は核
燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示（平成27年原子力規制委員会告示
第8号）」の別表第１の第５欄に掲げる周辺監視区域外の濃度限度の適用を受ける。このため、周辺監視区域外の
濃度については排気口出口濃度より計算して求める。

排気口出口濃度より計算で求めた陸側の周辺監視区域外の空気中放射性物質濃度を参考として以下に示す。
気象条件は標準気象を用いた。

排水口から放出される放射性物質（3Hを除く）は、「核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の
規定に基づく線量限度等を定める告示（平成27年原子力規制委員会告示第8号）」の別表第１の第６欄に掲げる周
辺監視区域外の濃度限度の適用を受ける。

最 大 濃 度 地 点 に
お け る 地 上 濃 度
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 －１－

実効線量の計算方法 
 
１．放射性気体廃棄物による実効線量計算 
（１）放射性気体廃棄物の放出量及び計算期間 
   実効線量の計算は、４月１日から翌年３月３１日までの１年間について、年度報

告書の放射性気体廃棄物の放出量の報告値（第１表）を用いて行う。 
（２）放出条件 
   放出形態としては、連続放出として取扱う。 
   保守的に地上放出を仮定するため、吹き上げ高さは考慮しない。 
（３）気象条件 
   実効線量計算に用いる気象条件は、平成１７年４月から平成１８年３月までの１

年間における風向、風速、日射量、放射収支量の観測データを統計処理して用いる。 
   統計処理は、「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」に基づいて行う。 
   計算に使用する気象条件を（第２表）に示す。 
（４）実効線量の計算方法 
   粒子状物質による実効線量の計算は、「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標

値に対する評価指針」（以下「評価指針」という）に示された方法を参考に行う。 
（５）計算地点 
   計算地点は、周辺監視区域外（海側は除く）で粒子状物質による実効線量が最大

となる地点、並びに、将来の集落形成を考慮した場合で、粒子状物質による実効線

量が最大となる地点とする。計算地点を第１図に示す。 
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２．放射性液体廃棄物による実効線量計算 
（１）放射性物質の放出量及び計算期間 
   実効線量の計算は、４月１日から翌年３月３１日までの１年間について、年度報

告書の放射性液体廃棄物の放出量の報告値を用いて行う。 
（２）海水中における核種の濃度 
   各核種の海水中の濃度は、１年間に放出した核種の放出量を、総希釈水量で除し

た濃度（第３表）とする。 
（３）実効線量の計算方法 

   放射性液体廃棄物による実効線量の計算は、「評価指針」に示された方法に基づい

て行う。 

 

３．実効線量計算結果 

 

項   目 線量評価結果 

放射性希ガスによる 

実効線量 

周辺監視区域外 

における最大線量 

線量目標値評価地点 

における最大線量 

粒子状物質による 

実効線量 

周辺監視区域外 

における最大線量 
 ※1 μＳｖ/年

線量目標値評価地点 

における最大線量 
※1 μＳｖ/年

放射性よう素による 

実効線量 

線量目標値評価地点 

における最大線量 

放射性液体廃棄物による 

実効線量 

 
※2 μＳｖ/年

合   計 
線量目標値評価地点 

における最大線量 
※3 μＳｖ/年

※1 放出管理目標値の対象である 60Co、137Cs を対象に評価した。 

   なお、粒子状物質の放出量は、検出限界未満である。 

※2 放射性液体廃棄物の放出量は、検出限界未満である。 
※3 合計の放出量は、検出限界未満である。 
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第１表 気体廃棄物の年平均放出率 

   

 粒子状物質平均放出率 

（Bq/y） 

排気筒及び排気筒以外の排気口 ND 

※1 放出放射能濃度が検出限界未満の場合は ND と表示。 

 

第２表 風向別大気安定度別風速逆数の総和 

                                単位：s/m 

風向 風下方向 
大 気 安 定 度 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ 

ＮＮＥ ＳＳＷ 0.59 13.82 10.84 178.83 12.77 33.46

ＮＥ ＳＷ 2.66 32.20 36.01 234.35 15.48 48.74

ＥＮＥ ＷＳＷ 9.53 62.96 13.82 83.85 5.96 36.78

Ｅ Ｗ 9.59 33.12 10.84 45.74 2.93 33.34

ＥＳＥ ＷＮＷ 20.10 65.11 9.65 58.03 4.38 24.07

ＳＥ ＮＷ 29.46 129.98 20.79 73.45 2.08 29.52

ＳＳＥ ＮＮＷ 14.76 88.58 20.39 70.38 2.04 44.55

Ｓ Ｎ 0.77 12.90 4.91 44.89 4.82 58.87

ＳＳＷ ＮＮＥ 0.63 11.41 5.87 38.13 5.29 59.64

ＳＷ ＮＥ 5.02 14.71 0.00 18.48 0.91 51.33

ＷＳＷ ＥＮＥ 1.89 29.50 5.02 32.72 6.71 59.62

Ｗ Ｅ 4.29 65.88 15.37 117.44 28.38 297.74

ＷＮＷ ＥＳＥ 1.55 108.58 31.75 268.05 66.83 578.19

ＮＷ ＳＥ 0.59 41.39 20.84 116.43 21.15 123.55

ＮＮＷ ＳＳＥ 2.06 14.67 4.39 51.18 6.86 49.37

Ｎ Ｓ 0.59 8.89 1.29 51.55 7.58 27.82

                            観測地点：標高 18m 
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第３表 液体廃棄物の年間平均排水口濃度 
 

 
排水口 

総希釈水量 4.1×106m3 
核種 濃度（Bq/cm3）※1 
51Cr ND 

54Mn ND 

59Fe ND 

58Co ND 

60Co ND 

131I ND 

134Cs ND 

137Cs ND 

152Eu ND 

154Eu ND 

89Sr ND  

90Sr ND 

3H ND 

※1 放出放射能濃度が検出限界未満の場合は ND と表示。 
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第１図 実効線量計算地点図

核物質管理センター
東海保障措置センター

▲ 粒子状物質による実効線量計算地点（線量目標値評価地点 地上放出）

○ 粒子状物質による実効線量計算地点（周辺監視区域外 地上放出）
排気筒
周辺監視区域境界
（防波堤及び荷揚場含む）

あ


